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公立病院改革ガイドライン（素案）のポイント 

第1 公立病院改革の必要性 

○ 公立病院の役割は、地域に必要な医療のうち、採算性等の面から民間医療機関による

提供が困難な医療を提供すること 

（例えば①過疎地②救急等不採算部門③高度・先進④医師派遣拠点機能） 

○ 地域において真に必要な公立病院の持続可能な経営を目指し、経営を効率化 

第2 公立病院改革プランの策定 

 ○ 地方公共団体は、平成 20 年度内に公立病院改革プランを策定 

   （経営効率化は 3 年、再編・ネットワーク化、経営形態見直しは 5 年程度を標準） 

○ 当該病院の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方を明記 

○ 経営の効率化 

・ 経営指標に係る数値目標を設定（参考例・・・別添 1） 

１） 財務の改善関係（経常収支比率、職員給与費比率、病床利用率など） 

２） 公立病院として提供すべき医療機能の確保関係 など 

  ・ 一般会計からの所定の繰出後、「経常黒字」が達成される水準を目途 

   （地域に民間病院が立地している場合、「民間病院並の効率性」達成を目途） 

・ 病床利用率が過去 3 年連続して７０％未満の病院は病床数等を抜本的見直し 

○ 再編・ネットワーク化 

・ 都道府県は、医療計画の改定と整合を確保しつつ、主体的に参画 

・ 二次医療圏単位での経営主体の統合を推進 

・ 医師派遣拠点機能整備推進。病院間の機能重複避け、統合・再編含め検討 

・ モデルパターンを提示（別添 2） 

○ 経営形態の見直し 

・ 人事・予算等に係る実質的権限、結果への評価・責任を経営責任者に一体化 

・ 選択肢として、地方公営企業法全部適用、地方独立行政法人化、指定管理者制度、民

間譲渡を提示 

・ 診療所化や老健施設、高齢者住宅事業等への転換なども含め、幅広く見直し 

第3 公立病院改革プランの実施状況の点検・評価・公表 

○ プランの実施状況を概ね年 1 回以上点検・評価・公表 

○ 学識経験者等の参加する委員会等に諮問し、評価の客観性を確保 

○ 遅くとも 2 年後の時点で、数値目標の達成が困難と認めるときは、プランを全面改定 

○ 総務省はプランの策定・実施状況を概ね年 1 回以上調査し、公表 

第4 財政支援措置 

○ 財政支援措置については、総務省において別途検討し、年末までに決定 

（計画策定費、再編による医療機能整備費、再編等に伴う清算経費など） 
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計 うち一般 うち療養

民間病院 100.1% 51.0% 80.5% - -

公的病院（自治体以外） 98.9% 49.9% 79.8% - -

公立病院（黒字病院） 102.1% 52.3% 82.7% 84.5% 81.2%

公立病院（上位1/2） 99.6% 53.6% 81.2% 82.7% 80.6%

公立病院（一般病院全体） 95.1% 56.2% 77.5% 78.9% 77.9%

民間病院 101.4% 48.0% 84.7% - -

公的病院（自治体以外） 99.8% 48.6% 80.9% - -

公立病院（黒字病院） 102.2% 48.7% 87.3% 89.2% 93.1%

公立病院（上位1/2） 99.8% 50.5% 86.2% 87.8% 90.7%

公立病院（一般病院全体） 97.4% 51.5% 84.8% 86.6% 76.8%

民間病院 100.2% 54.8% 77.1% - -

公的病院（自治体以外） 93.5% 63.3% 83.3% - -

公立病院（黒字病院） 102.9% 62.0% 73.5% 72.3% 78.0%

公立病院（上位1/2） 100.5% 59.1% 73.9% 73.4% 76.4%

公立病院（一般病院全体） 94.4% 65.6% 68.3% 65.6% 77.2%

（注）１．

　　　２．

　　　３．

　　　４．

○　経営効率化にかかる目標数値例　（抄）
（主な経営指標にかかる全国平均値の状況：平成18年度）

経常収支
比率

職員給与
費対医業
収益比率

病床利用率

「民間病院」及び「公的病院」の数値は、全国公私病院連盟による「病院経営実態調査
報告」（平成18年6月調査）及び「病院経営分析調査報告」（平成18年6月調査）に基づく
平均値である。
「公立病院」の数値は、総務省による「平成18年度地方公営企業決算状況調査」に基
づく平均値である。
平成18年度において、経常収支の黒字を達成している公立病院は全体の約1/4程度で
あり、上記の「公立病院（上位1/2）」の平均値が、概ね経常収支均衡の水準に相当す
るものと考えられる
民間病院並びに公的病院の「500床以上」は、全国公私病院連盟調査における「500～
599床」、「600～699床」及び「700床以上」各階級の集計数値の単純平均、「50床未満」
は、全国公私病院連盟調査における「99床以下」で集計した数値である。

計

500床以上

50床未満

　（省略）

別添 １

２



Ａ県立病院（200床）

 

 

再編前

再編・ネットワーク化のパターン例

  

新設Ｓ病院（400床）

パターンⅠ

  

再編後

Ｂ市立病院（200床）

Ｃ市立病院（50床） Ｄ町立診療所（無床）

地方独立行政法人化
 

 

 

Ｄ地区診療所（無床）Ｃ地区診療所（無床）

Ｂ地区診療所（無床）

Ａ地区診療所（無床）

パターンⅡ
 

Ｂ地区病院（基幹病院・400床に増床）

  

 

Ａ地区診療所（無床）

Ｃ地区診療所（19床・救急機能）
Ｄ地区診療所（無床）

再編後

 

  

パターンⅢ

 

Ａ町立病院（50床） Ｂ町立病院（50床）

 

Ａ町立診療所（無床）
Ｂ町立診療所（無床）

再編後

地方独立行政法人化

指定管理者

日赤S病院

（Ａ、Ｂに医師派遣等）

パターンⅣ

  

 

Ｂ町立病院（50床）

Ａ市立病院（250床）

Ａ市立病院（200床）

  

Ｓ総合病院

（Ｓ医療法人）

指定管理者 Ａ県立病院とＡ市立病院を統合

 

Ｂ町立診療所（19床・救急機能）

再編後

再編前

再編前

 

 

Ｓ総合病院

（Ｓ医療法人）

日赤Ｓ病院

公立Ａ医療センター

（350床）

別添２
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資料１ 
公立病院改革ガイドライン（素案） 

                                 
第１ 公立病院改革の必要性 

１．公立病院の現状と課題 

   公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため重

要な役割を果たしているが、近年、多くの公立病院において、損益収支をはじめとする経

営状況が悪化するとともに、医師不足に伴い診療体制の縮小を余儀なくされるなど、そ

の経営環境や医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっている。 
加えて第１６６回通常国会において成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する

法律」の施行に伴い、地方公共団体が経営する病院事業は、事業単体としても、また当

該地方公共団体の財政運営全体の観点からも、一層の健全経営が求められることとな

る。 
以上のような状況を踏まえれば、公立病院が今後とも地域において必要な医療を安

定的かつ継続的に提供していくためには、多くの公立病院において、抜本的な改革の実

施が避けて通れない課題となっている。 
 

２．公立病院改革の目指すもの 

（１）基本的な考え方 
今般の公立病院改革の究極の目的は、改革を通じ、公・民の適切な役割分担の

下、地域において必要な医療提供体制の確保が図られることにある。このような中

で、地域において真に必要な公立病院については、安定した経営の下で良質な医

療を継続して提供することが求められる。このため、医師をはじめとする必要な医療

スタッフを適切に配置できるよう必要な医療機能を備えた体制を整備するとともに、

経営の効率化を図り、持続可能な病院経営を目指すものとする。 
 

（２）公立病院の果たすべき役割の明確化 
       公立病院をはじめとする公的医療機関の果たすべき役割は、端的に言えば、地

域において提供されることが必要な医療のうち、採算性等の面から民間医療機関

による提供が困難な医療を提供することにあるといえよう。  
       公立病院に期待される主な機能を具体的に例示すれば、①山間へき地・離島な

ど民間医療機関の立地が困難な過疎地域における一般医療の提供、②救急・小

児・周産期・災害などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供、③県立がんセンタ

ー、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・先進医療

の提供、④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能などが挙げ

られる。各公立病院は、今次の改革を通じ、自らが果たすべき役割を見直し、改め
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て明確化すると同時に、これを踏まえ、一般会計等との間での経費の負担区分につ

いて明確な基準を設定し、健全経営と医療の質の確保に取り組むことが期待され

る。 
このような観点からすれば、特に民間医療機関が多く存在する都市部における公

立病院については、果たすべき役割に照らして現実に果たしている機能を厳しく精

査した上で、必要性が乏しくなっているものについては廃止・統合を検討していくこと

が期待される。また、同一地域に複数の公立病院や国立病院、公的病院、社会保

険病院等が並存し、役割が競合している場合においても、その役割を改めて見直し、

医療資源の効率的な配置に向けて設置主体間で十分協議が行われることが望まし

い。 
 
３．公立病院改革の３つの視点 

（１）経営効率化 
    各公立病院が自らの役割に基づき、住民に対し良質の医療を継続的に提供していく

ためには、病院経営の健全性が確保されることが不可欠である。この観点から、主要

な経営指標について数値目標を掲げ、経営の効率化を図ることが求められる。 
 
（２）再編・ネットワーク化 

    近年の公立病院の厳しい経営状況や道路整備の進展、さらには医師確保対策の必

要性等を踏まえると、地域全体で必要な医療サービスが提供されるよう、地域におけ

る公立病院を、①中核的医療を行い医師派遣の拠点機能を有する基幹病院と②基幹

病院から医師派遣等様々な支援を受けつつ日常的な医療確保を行う病院・診療所へ

と再編成するとともに、これらのネットワーク化を進めていくことが必要である。 
この場合において、地域の医療事情に応じ、日本赤十字社等の公的病院等を再

編・ネットワーク化の対象に加えることも検討することが望ましい。 
 

 （３）経営形態の見直し 
    民間的経営手法の導入を図る観点から、例えば地方独立行政法人化や指定管理者

制度の導入などにより、経営形態を改めるほか、民間への事業譲渡や診療所化を含

め、事業の在り方を抜本的に見直すことが期待される。 
 
 ４．公立病院改革ガイドライン策定の趣旨 

   「経済財政改革の基本方針２００７について」（平成１９年６月１９日閣議決定）において、

社会保障改革の一環として公立病院改革に取り組むことが明記され、「総務省は、平成

１９年内に各自治体に対しガイドラインを示し、経営指標に関する数値目標を設定した改

革プランを策定するよう促す」こととされた。 
   本ガイドラインは、関係地方公共団体が公立病院改革に係るプランを策定する際の指
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針を示し、改革の実施に関する技術的な助言を行おうとするものである。関係地方公共

団体は、各公立病院が置かれた実情を踏まえつつ、本ガイドラインを参考に各公立病院

の改革に関するプランを策定し、これを着実に実施することが期待される。 
 
第２ 地方公共団体における公立病院改革プランの策定 

   病院事業を設置する地方公共団体は、平成２０年度内に下記により公立病院改革プ

ラン（以下「改革プラン」という。）を策定し、病院事業経営の改革に総合的に取り組むも

のとする。その際、都道府県は、各都道府県内の公立病院等の「再編・ネットワーク化」

及び「経営形態の見直し」について市町村と共同して自ら計画、構想等を策定することも

含め、積極的に参画することが強く期待される。また、関係地方公共団体が改革プランを

策定する場合には、公立病院経営に知見を有する外部の有識者の助言を得ながら行う

ことが望ましい。 
  
１． 改革プランの対象期間 

   改革プランは、前掲の改革に係る３つの視点のうち、経営効率化に係る部分について

は３年程度、再編・ネットワーク化及び経営形態の見直しに係る実施計画に係る部分に

ついては５年程度の期間を対象として策定することを標準とする。 
   なお、再編・ネットワーク化及び経営形態の見直しについて、平成２０年度中に具体的

な実施計画を確定することが困難な場合には、平成２０年度においては後掲のとおり当

面の検討・協議に係るスケジュール等を掲げるにとどめ、後日改革プランの改定により

実施計画を追加し、おおむね平成２５年度までの間での実施を目指すことも妨げないも

のとする。 
 
２． 改革プランの内容 

  関係地方公共団体が策定する改革プランには、おおむね次の各事項を記載するも

のとする。 

（１）当該病院の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方 
    公立病院は、地方公営企業として運営される以上、独立採算を原則とすべきもので

ある。一方、地方公営企業法上、①その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入

をもって充てることが適当でない経費及び②当該地方公営企業の性格上能率的な経

営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難である

と認められる経費については、一般会計等において負担するものとされている。したが

って、改革プランの前提として、まず当該公立病院が地域医療の確保のため果たすべ

き役割を明らかにし、これに対応して一般会計等が負担すべき経費の範囲について

記載する。 
    具体的には、都道府県医療計画を踏まえ、地域医療確保のため当該病院が果たす
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べき役割及び医療の提供体制（診療科目、病床数等）並びに当該病院の提供する医

療等のうち一般会計等において費用負担が行われるべきものの範囲についての考え

方及び一般会計等負担金の算定基準（繰出基準）について明らかにする。 
 
（２）経営の効率化 

①経営指標に係る数値目標の設定 
次のような経営指標について、別紙に掲げる全国の公立病院及び民間病院の状況

も参考にしつつ、改革プラン対象期間末時点における目標数値を定める。 

１） 財務内容の改善に係る次の経営指標の中から、数値目標を設定する。この場合、

経常収支比率、職員給与費対医業収益比率及び病床利用率については必ず数値

目標を設定することとする。 

ア 収支改善に係るもの 
     （例）経常損益の額、資金不足額、資金不足比率、減価償却前収支の額、経常収

支比率、医業収支比率、職員給与費対医業収益比率、純資産の額など 

イ 経費削減に係るもの 
     （例）医薬材料費を一括購入より○％削減、薬品使用効率、材料費対医業収益比

率など 

ウ 収入確保に係るもの 
     （例）病床利用率、平均在院日数、患者一人当たり診療収入など 

エ 経営の安定性に係るもの 
     （例）純資産の額など 

２） 公立病院として提供すべき医療機能の確保に係る指標の中から、数値目標を設

定する。  
     （例）外来・入院患者数、救急などいわゆる４疾病５事業に係る取扱件数（又は地域

における取扱比率）、臨床研修医の受入人数、医師派遣等件数など   

３） 以上のほか、各地方公共団体の判断により、例えばサービス向上に係る指標（顧

客満足度など）などについて数値目標を設定することも考えられる。 
 
② 財務内容の改善に係る数値目標設定の考え方 

前項により数値目標を設定する際には、おおむね以下の考え方に沿って行うことが

適当である。 

１） 各公立病院に共通する事項 
公立病院がその役割を果たすためやむを得ず不採算となる部分については、繰
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出基準に基づき支出される一般会計等からの負担金等によって賄われるべきもの

である。 したがって、上記の経営指標に係る数値目標の設定に当たっては、少なく

とも、一般会計等からの所定の繰出が行われた上で「経常黒字」が達成されること

を前提として、これに対応した水準で各指標の目標数値が定められるべきである。 
その際、当該公立病院の経営の実態から、今次改革プランの対象期間中に上記

の水準に到達することが著しく困難と認められる場合には、最終的に「経常黒字」の

達成を目指す時期を明らかにしつつ、改革プラン対象期間末時点における目標数

値を定めるものとする。 

２） 同一地域に民間病院が立地している場合の留意事項 
上記のほか、同一地域に民間病院が立地している公立病院にあっては、地域に

おいて類似の機能を果たしている民間病院の状況等を踏まえつつ、「民間病院並み

の効率性」の達成を目途として、経営指標に係る数値目標を設定することが望まし

い。その際、地域における民間病院との精確な比較対照が困難な場合には、全国

的な民間病院の経営状況に係る統計を参照し、目標設定を行うことも考えられる。 
 
③目標達成に向けた具体的な取組 

（２）①及び②により掲げた目標の達成に向けて、具体的にどのような取組をどの時

期に行うこととするかを明記する。 
具体的な取組として想定される事項は、例えば次のとおりである。 

ア 後掲の経営形態の見直しのほか、PFI 方式、民間委託の活用などを通じた民間的

経営手法の導入 

イ 過剰病床の削減、老健施設や診療所への転換等 

ウ 職員給与体系の見直し、契約の見直し（長期契約や薬剤一括購入など）等の経費

削減・抑制対策 

エ 診療報酬の増収、医業外収益の増加等の収入増加・確保対策 
  

④改革プラン対象期間中の各年度の収支計画等 
（２）③に掲げる取組の実施を前提として、改革プラン対象期間中の各年度の収支

計画及び各年度における目標数値の見通し等を掲げるものとする。 
 
⑤その他の留意事項 

以上のほか、経営の効率化に当たって特に留意すべき点は以下のとおりである。 

１） 指定管理者制度導入団体における目標設定 
当該公立病院の運営について指定管理者制度を導入している場合には、上記①

１）に掲げる財務内容の改善に係る数値目標は、関係地方公共団体から指定管理
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者に対する財政支出の水準を掲げれば足りるほか、上記③及び④に掲げる事項に

ついても、指定管理者から関係地方公共団体に提出された運営計画等をもって代

えることができるものとする。 

２） 経営感覚に富む人材の登用 
経営効率化の実現に向けては、経営形態の如何に関わらず、病院事業の経営

改革に強い意識を持ち、経営感覚に富む人材を幹部職員に登用（外部からの登用

も含む。）することにより、医師をはじめ全職員の経営に対する意識を高め、目標達

成に向け一丸となった協力体制を構築することが不可欠である点に特に留意すべ

きである。 

３） 病床利用率が特に低水準である病院における取組 
病床利用率がおおむね過去３年間連続して７０％未満となっている病院について

は、本改革プランにおいて、病床数の削減、診療所化等の抜本的な見直しを行うこ

とが適当である。その際、病床数が過剰な二次医療圏内に複数の公立病院が所在

する場合には、後掲の再編・ネットワーク化により過剰病床の解消を目指すべきで

ある。 

４） 民間病院と比較可能な形での財務情報の開示 
民間病院との間の比較可能性の確保の観点から、公・民の会計制度の相違点を

踏まえつつ、当該公立病院について病院会計準則（平成１６年８月１９日付け厚生

労働省医政局長通知）を適用した場合の病院別の財務情報を整備し、その積極的

な開示に努めることが望ましい。 

５） 施設・設備整備費の抑制 
病院施設の新増築、改築等に当たっては、将来的な減価償却費負担の軽減の

観点から、当該施設・設備整備に要する経費を必要最小限度に抑制するよう努める

ことが適当である。その際、病院施設・設備の整備については、当該病院が公立病

院として果たすべき役割を踏まえ必要な機能が確保される必要があるが、こうした

要因から特に割高となる部分を除き、民間病院並みの水準の整備費により新増築、

改築等が行われるよう特に留意すべきである。 

 
（３）再編・ネットワーク化 

① 再編・ネットワーク化に係る計画の明記 
      改革プランにおいては、都道府県及び関係市町村等との検討・協議の状況を踏

まえつつ、当該二次医療圏等の単位で予定される公立病院等の再編・ネットワーク

化の概要と当該公立病院において講じるべき措置について、その実施予定時期を

含め、具体的な計画を記載する。その際、平成２０年３月までを目途に行うこととさ

れている都道府県の医療計画の改定との整合を図るものとする。平成２０年度にお
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いて未だ具体的な計画を確定することが困難な場合にあっては、当該公立病院を

含む二次医療圏等における再編・ネットワーク化の検討・協議の方向性、検討・協

議体制及びそのスケジュール並びに結論を取りまとめる時期を明記することとし、

後日その結論を踏まえて改革プランに具体的な計画を追加し、おおむね平成２５年

度までの間での実現を目指すものとする。 
 
 ② 再編・ネットワーク化に係る都道府県の役割 
    都道府県は、医療法に基づく医療計画の見直しとの整合を図りながら、平成２０年度

までに都道府県内の公立病院等の再編・ネットワークに関する計画等を策定し、その

実現に向けて主体的に参画することが強く期待される。このため、各都道府県にあっ

ては、二次医療圏単位での公立病院等の再編・ネットワーク化に向け、例えば、都道

府県医療審議会や地域医療対策協議会に部会を設ける等の方法により、有識者を含

めた検討・協議の場を設置した上で、庁内の都道府県立病院・医療政策・都道府県財

政・市町村財政のそれぞれの担当課等が一体となって、計画・構想等を策定し、関係

者の協力の下にこれを実施していくことが求められる。 
 
 ③ 再編・ネットワーク化に係る留意事項 

以上のほか、再編・ネットワーク化に係る計画の策定に当たって特に留意すべき点

は以下のとおりである。 
 

１） 二次医療圏単位での経営主体の統合の推進 
同一二次医療圏内の公立病院間の連携を強化し、ネットワーク化の実を上げる

ためには、これらの公立病院の経営主体を統合し、統一的な経営判断の下、医療

資源の適正配分を図ることが望ましい。したがって、再編・ネットワーク化に係る計

画には、例えば①関係地方公共団体が共同して新たな経営主体として地方独立行

政法人（非公務員型）を設立し、当該法人の下に関係病院・診療所等を経営統合す

る、②関係地方公共団体が共同して関係病院・診療所の指定管理者として同一の

医療法人や公的病院を運営する法人等を指定し、当該法人の下に一体的経営を図

る等の方策を盛り込むことが期待される。なお、一部事務組合方式による場合には、

構成団体間の意見集約と事業体としての意思決定を迅速・的確に行うための体制

整備に特に留意する必要がある。 

２） 医師派遣等に係る拠点機能を有する病院の整備 
再編・ネットワーク化に係る計画策定に際しては、医師確保対策に資する観点か

ら、基幹病院にその他の病院・診療所に対する医師派遣等の拠点機能が整備され

るよう、特に留意すべきである。この場合、地域医療に貢献する大学等との連携が

図られることが望ましい。また、必要な場合、１）に掲げる二次医療圏単位での経営

統合に留まらず、医師派遣体制の整備の観点に立って、さらに、広域での経営主体
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の統合も検討の対象とすることも考えられる。 

３） 病院機能の再編成及び病院・診療所間の連携体制 
再編・ネットワーク化に係る計画においては、病院間での機能の重複・競合を避

け、相互に適切な機能分担が図られるよう、診療科目等の再編成に取り組むことと

するとともに、再編後における基幹病院とそれ以外の病院・診療所との間の連携体

制の構築について特に配慮することが適当である。 
特に、都市部にあって、複数の公立病院や国立病院、公的病院等、更には大規

模な民間病院が多数立地し、相互の機能の重複、競合が指摘されるような場合に

は、他の医療機関の配置状況等を踏まえ、当該公立病院の果たすべき機能を厳し

く見直し、必要な場合、他の医療機関との統合・再編や事業譲渡等にも踏み込んだ

大胆な改革案についても検討の対象とすべきである。この場合において、複数の地

方公共団体間や地方公共団体と公的病院等の運営主体との間の調整等について

は、地域医療対策協議会を活用することも併せて検討すべきである。 
 

④ 再編・ネットワーク化のパターン例 
再編・ネットワーク化の検討に当たってモデルとなるパターンは例えば次のとおりで

ある。 

パターンⅠ 二次医療圏内のＡ市立病院（２５０床）、Ｂ市立病院（２００床）、Ｃ町立病院（５０

床）及びＤ町立診療所（０床）を４市町が設立した新たな地方独立行政法人に経

営統合し、新設の公立Ｓ病院（４００床）及びＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４地区診療所（いずれも

０床）に再編・ネットワーク化 

パターンⅡ 二次医療圏内のＡ市立病院（２５０床）、Ｂ市立病院（２００床）、Ｃ町立病院（５０

床）及びＤ町立診療所（０床）を４市町が設立した新たな地方独立行政法人に経

営統合し、Ｂ地区病院を増築して４００床の基幹病院とするほか、Ａ・Ｄの２地区は

無床の診療所とし、Ｃ地区は救急機能を存置しつつ１９床の診療所化 

パターンⅢ A 町立病院（５０床）及びＢ町立病院（５０床）は、ともに無床の診療所化し、共

同して二次医療圏内の拠点病院である日本赤十字社Ｓ病院を指定管理者に指

定。同病院から安定的に医師の派遣を受ける体制を構築 

パターンⅣ 二次医療圏内の県立Ａ病院（２００床）、Ａ市立病院（２００床）及びＢ町立病院

（５０床）のうち、建物が老朽化した県立Ａ病院及びＡ市立病院は新築した公立Ａ

医療センター（３５０床）に機能を統合、継承し、Ｓ医療法人（Ｓ総合病院を経営）を

指定管理者に指定。Ｂ町立病院は救急機能を存置しつつ１９床の診療所化、同

様にＳ医療法人を指定管理者に指定することにより公立Ａ医療センターと一体的

経営 
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（４）経営形態の見直し 

① 経営形態の見直しに係る計画の明記 
改革プランにおいては、民間的経営手法の導入等の観点から行おうとする経営形

態の見直しについて、新経営形態への移行計画の概要（移行スケジュールを含む。）

を記載する。平成２０年度において未だ具体的な計画を確定することが困難な場合に

あっては、経営形態の見直しに係る検討の方向性、検討体制及びそのスケジュール

並びに結論をとりまとめる時期を明記することとし、後日その結論を踏まえて改革プラ

ンに具体的な計画を追加し、おおむね平成２５年度までの間に実現を目指すものとす

る。 
 

② 経営形態の見直しに係る選択肢と留意事項 
経営形態の見直しに関し、考えられる選択肢並びにその利点及び課題などの留意

事項は次のとおりであるが、このうち地方公営企業法の全部適用については、現在財

務規定等のみを適用している団体にとって比較的取り組み易い側面がある半面、逆

に経営形態の見直しを契機とした民間的経営手法の導入が不徹底に終わりがちであ

るとの指摘がある点について、特に留意すべきである。 
なお、次のいずれの形態によるとしても、経営形態の見直しが所期の効果を上げる

ためには、人事・予算等に係る実質的な権限が新たな経営責任者に付与され、経営

責任者において自律的な意思決定が行われる一方で、その結果に関する評価及び責

任は経営責任者に帰することとするなど、経営に関する権限と責任が明確に一体化

する運用が担保されることが期待される。 
また、下記に掲げる経営形態のうち、「民間譲渡」以外については、引き続き公立病

院に係るものと同等の地方財政措置が講じられる対象となる点に留意する必要があ

る。 

○ 地方公営企業法の全部適用 
地方公営企業法の全部適用は、同法第２条第３項の規定により、病院事業に対

し、財務規定等のみならず、同法の規定の全部を適用するものである。これにより、

事業管理者に対し、人事・予算等に係る権限が付与され、より自律的な経営が可能

となることが期待されるものであるが、経営の自由度拡大の範囲は地方独立行政

法人化の場合に比べて限定的であり、民間的経営手法の導入という所期の目的が

十分に達せられるためには、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任の明

確化に特に意を払う必要がある。このため、同法の全部適用によって所期の効果が

達成されない場合には、地方独立行政法人化など、更なる経営形態の見直しに向

け直ちに取り組むことが適当である。 

○ 地方独立行政法人化（非公務員型） 
非公務員型の地方独立行政法人化は、地方独立行政法人法の規定に基づき、
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地方独立行政法人を設立し、経営を譲渡するものである。地方公共団体と別の法

人格を有する経営主体に経営が委ねられることにより、地方公共団体が直営で事

業を実施する場合に比べ、例えば予算・財務・契約、職員定数・人事などの面でより

自律的・弾力的な経営が可能となり、権限と責任の明確化に資することが期待され

る。ただし、この場合、設立団体からの職員派遣は段階的に縮減を図る等、実質的

な自律性の確保に配慮することが適当である。 
また、現在一部事務組合方式により設置されている病院で、構成団体間の意見

集約と事業体としての意思決定の迅速・的確性の確保に課題を有している場合に

は、地方独立行政法人方式への移行について積極的に検討すべきである。 

○ 指定管理者制度の導入 
指定管理者制度は、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、法人その他

の団体であって当該普通地方公共団体が指定するものに、公の施設の管理を行わ

せる制度であり、民間の医療法人等（日本赤十字社等の公的医療機関、大学病院、

社会医療法人等を含む。）を指定管理者として指定することで、民間的な経営手法

の導入が期待されるものである。 
本制度の導入が所期の効果を上げるためには、①適切な指定管理者の選定に

特に配意すること、②提供されるべき医療の内容、委託料の水準等、指定管理者に

係わる諸条件について事前に十分に協議し相互に確認しておくこと、③病院施設の

適正な管理が確保されるよう、地方公共団体においても事業報告書の徴取、実地

の調査等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行うこと等が求められる。 
なお、本制度を導入する場合、同条第８項に規定する利用料金制度をあわせて

採用すれば、診療報酬が地方公共団体を経由せず、直接指定管理者に収受される

こととなる。 

○ 民間譲渡 
地域において必要な医療は公・民の適切な役割分担により提供されるべきもので

あり、「民間にできることは民間に委ねる」という考え方に立てば、地域の医療事情

から見て公立病院を民間の医療法人等に譲渡し、その経営に委ねることが可能な

地域にあっては、これを検討の対象とすべきである。ただし、公立病院が担っている

医療は採算確保に困難性を伴うものを含むのが一般的であり、こうした医療の提供

が引き続き必要な場合には、民間譲渡に当たり相当期間の医療提供の継続を求め

るなど、地域医療の確保の面から譲渡条件等について譲渡先との十分な協議が必

要である。 
 

③ 事業形態の見直しの検討等 
以上のように民間的経営手法の導入という観点から行われる経営形態の見直しの

ほか、今次の公立病院改革においては、必要に応じ、病院事業という事業形態自体

の適否という点に立ち返った検討が行われることが望まれる。 
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例えば、前掲の経営効率化や再編・ネットワーク化の推進の視点のみならず、地域

における医療・介護・福祉サービスの需要動向を改めて検証し、必要な場合、病院事

業の診療所化や老人保健施設、高齢者住宅事業等への転換なども含め、事業形態

自体も幅広く見直しの対象とし、その地域において最適な保健福祉サービスが提供さ

れるよう総合的な検討が行われることが望ましい。 
 
第３ 公立病院改革プランの実施状況の点検・評価・公表 

１ 地方公共団体における点検・評価・公表 

関係地方公共団体は、当ガイドラインを踏まえ策定した改革プランを住民に対して速や

かに公表するとともに、その実施状況をおおむね年１回以上点検・評価を行うこととし、

評価の過程においては例えば有識者や地域住民等の参加を得て設置した委員会等に

諮問するなどにより、評価の客観性が確保されるよう留意する必要がある。 
 
２ 積極的な情報開示 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価・公表に際し、立地条件や病床規模が類似

した他の公立病院や地域の民間病院等における状況等を併せて明らかにするなど、当

該公立病院の現状について住民が理解・評価しやすいよう、積極的な情報開示に努め

るものとする。 
 
３ 改革プランの改定 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価等の結果、改革プラン対象期間のうち遅くと

も２年間が経過した時点において、改革プランで掲げた経営指標に係る数値目標の達成

が著しく困難であると認めるときは、改革プランの全体を抜本的に見直し、経営形態の更

なる見直しも含め、その全面的な改定を行うことが適当である。 
 

４ 総務省における取組 

   総務省は関係地方公共団体の協力を得て、公立病院改革プランの策定状況及び実

施状況をおおむね年１回以上全国調査し、その結果を公表する。 
 
第４ 財政支援措置等 

＜具体的な財政支援措置については、総務省において別途検討＞ 

１ 公立病院改革に対する支援措置 

総務省は公立病院改革の実施に伴い必要となる次のような経費について、財政上の

支援措置を講じることを検討するものとする。 
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（１） 改革プランの策定に要する経費 
（２） 再編・ネットワーク化に伴う新たな医療機能の整備に要する経費 
（３） 再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う清算等に要する経費 

 
２ 公立病院に関する既存の地方財政措置の見直し 

総務省は公立病院改革の推進に資する観点から、公立病院に関する既存の地方財

政措置について所要の見直しを検討するものとする。 
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うち薬品
費対医業
収益比率

計
うち
一般

うち
療養

民間病院 100.1% 100.3% 51.0% 24.4% 13.5% 80.5% - -

公的病院（自治体以外） 98.9% 99.0% 49.9% 30.4% 19.8% 79.8% - -

公立病院（黒字病院） 102.1% 95.2% 52.3% 28.4% 15.5% 82.7% 84.5% 81.2%

公立病院（上位1/2） 99.6% 93.2% 53.6% 28.1% 14.8% 81.2% 82.7% 80.6%

公立病院（一般病院全体） 95.1% 89.4% 56.2% 27.4% 14.4% 77.5% 78.9% 77.9%

民間病院 101.4% 101.6% 48.0% 27.4% 15.5% 84.7% - -

公的病院（自治体以外） 99.8% 100.1% 48.6% 31.8% 21.0% 80.9% - -

公立病院（黒字病院） 102.2% 97.5% 48.7% 30.1% 16.2% 87.3% 89.2% 93.1%

公立病院（上位1/2） 99.8% 94.4% 50.5% 29.9% 15.1% 86.2% 87.8% 90.7%

公立病院（一般病院全体） 97.4% 92.6% 51.5% 29.8% 14.9% 84.8% 86.6% 76.8%

民間病院 101.1% 101.0% 49.9% 24.5% 13.4% 77.8% - -

公的病院（自治体以外） 98.5% 98.3% 49.2% 31.4% 19.6% 81.0% - -

公立病院（黒字病院） 102.1% 94.3% 54.0% 27.4% 14.4% 84.4% 85.4% 90.0%

公立病院（上位1/2） 99.5% 94.2% 54.3% 27.2% 13.8% 82.9% 84.6% 86.0%

公立病院（一般病院全体） 95.7% 91.0% 55.7% 27.1% 13.8% 80.5% 82.1% 77.4%

民間病院 98.5% 98.6% 50.6% 27.7% 14.4% 78.4% - -

公的病院（自治体以外） 99.0% 99.1% 50.1% 29.5% 19.4% 78.3% - -

公立病院（黒字病院） 101.3% 95.2% 52.4% 29.9% 16.2% 81.1% 84.3% 69.3%

公立病院（上位1/2） 99.1% 93.3% 53.6% 28.8% 15.2% 79.3% 81.1% 70.6%

公立病院（一般病院全体） 93.6% 88.5% 57.2% 27.2% 14.2% 76.4% 77.8% 70.1%

民間病院 98.3% 98.6% 52.7% 22.3% 12.7% 79.6% - -

公的病院（自治体以外） 96.8% 96.9% 53.2% 26.7% 17.4% 77.8% - -

公立病院（黒字病院） 102.0% 93.5% 58.2% 24.9% 12.7% 81.1% 81.8% 81.5%

公立病院（上位1/2） 99.5% 91.7% 57.5% 25.0% 13.3% 77.1% 77.9% 81.9%

公立病院（一般病院全体） 92.6% 85.2% 62.1% 25.4% 12.8% 71.5% 72.4% 81.4%

民間病院 99.6% 100.4% 54.3% 19.2% 10.4% 82.7% - -

公的病院（自治体以外） 97.8% 98.0% 55.1% 25.3% 17.5% 79.0% - -

公立病院（黒字病院） 102.0% 92.0% 57.8% 24.0% 14.0% 75.2% 76.5% 79.0%

公立病院（上位1/2） 99.4% 90.6% 59.1% 24.6% 14.8% 74.6% 74.8% 80.9%

公立病院（一般病院全体） 92.7% 87.1% 61.1% 23.9% 14.4% 71.5% 71.2% 78.7%

民間病院 100.2% 100.3% 54.8% 19.0% 12.4% 77.1% - -

公的病院（自治体以外） 93.5% 91.6% 63.3% 23.0% 18.5% 83.3% - -

公立病院（黒字病院） 104.2% 88.0% 62.2% 23.1% 15.9% 74.1% 71.9% 82.5%

公立病院（上位1/2） 101.2% 86.5% 63.1% 24.1% 17.1% 73.0% 71.0% 80.8%

公立病院（一般病院全体） 94.1% 81.3% 65.4% 23.9% 17.0% 68.7% 66.6% 77.5%

民間病院 100.2% 100.3% 54.8% 19.0% 12.4% 77.1% - -

公的病院（自治体以外） 93.5% 91.6% 63.3% 23.0% 18.5% 83.3% - -

公立病院（黒字病院） 102.9% 85.7% 62.0% 23.2% 17.4% 73.5% 72.3% 78.0%

公立病院（上位1/2） 100.5% 83.5% 59.1% 20.6% 14.7% 73.9% 73.4% 76.4%

公立病院（一般病院全体） 94.4% 77.8% 65.6% 24.4% 18.6% 68.3% 65.6% 77.2%

（注）１．

　　　２．
　　　３．

　　　４．
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50床以上
100床未満

50床未満

「民間病院」及び「公的病院」の数値は、全国公私病院連盟による「病院経営実態調査報告」（平成18年6月調査）及び
「病院経営分析調査報告」（平成18年6月調査）に基づく平均値である。
「公立病院」の数値は、総務省による「平成18年度地方公営企業決算状況調査」に基づく平均値である。
平成18年度において、経常収支が黒字を達成している公立病院は全体の約1/4程度であり、上記の「公立病院（上位
1/2）」の平均値が、概ね経常収支均衡の水準に相当するものと考えられる
民間病院並びに公的病院の「500床以上」は、全国公私病院連盟調査における「500～599床」、「600～699床」及び「700
床以上」各階級の集計数値の単純平均、「50床以上100床未満」と「50床未満」は、それぞれ全国公私病院連盟調査にお
ける「99床以下」で集計した数値である。

400床以上
500床未満

300床以上
400床未満

200床以上
300床未満

100床以上
200床未満

○　経営効率化にかかる目標数値例
（主な経営指標にかかる全国平均値の状況：平成18年度）

経常収支
比率

職員給与
費対医業
収益比率

医業収支
比率

計

500床以上

病床利用率
材料費対
医業収益
比率

別紙1



うち薬品
費対医業
収益比率

計
うち
一般

うち
療養

公立病院（黒字病院） 103.7% 86.9% 62.3% 24.1% 17.5% 71.2% 69.0% 79.2%

公立病院（上位1/2） 101.0% 85.1% 63.4% 24.9% 18.2% 72.5% 70.6% 78.8%

公立病院（一般病院全体） 93.5% 79.7% 67.0% 25.4% 18.7% 67.9% 65.3% 76.5%

公立病院（黒字病院） 100.7% 87.8% 57.1% 30.7% 24.6% 51.5% 56.0% 61.6%

公立病院（上位1/2） 99.3% 87.7% 59.5% 28.1% 22.2% 64.1% 64.5% 76.8%

公立病院（一般病院全体） 89.5% 79.7% 70.4% 25.4% 19.0% 61.4% 59.8% 76.0%

公立病院（黒字病院） 104.3% 87.7% 62.9% 23.1% 16.2% 73.5% 70.2% 81.2%

公立病院（上位1/2） 101.2% 85.7% 63.8% 24.4% 17.5% 73.5% 70.9% 80.0%

公立病院（一般病院全体） 94.4% 80.9% 65.9% 24.7% 17.8% 69.2% 66.4% 77.0%

公立病院（黒字病院） 101.9% 82.6% 61.3% 26.0% 20.5% 70.8% 71.2% 69.4%

公立病院（上位1/2） 100.6% 80.3% 63.5% 26.5% 20.1% 71.6% 71.9% 70.7%

公立病院（一般病院全体） 92.6% 75.1% 69.7% 28.4% 22.2% 66.9% 64.5% 74.0%

(注）

○

○
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○　経営効率化に係る目標数値例（不採算地区病院分）
（主な経営指標にかかる全国平均値の状況：平成18年度）

経常収支
比率

医業収支
比率

職員給与
費対医業
収益比率

材料費対
医業収益
比率

50床以上
100床未満

50床未満

不採算地区病院とは以下の要件をすべて満たす病院をいう。
　病床数100床未満（感染症病床を除く）、又は、1日平均入院患者数が100人未満であり、１日平均外来患者数が200
人未満である一般病院。
　当該病院の所在する市町村内に他に一般病院がないもの又は所在市町村の面積が300ｋ㎡以上で他の一般病院
の数が1に限られるもの。

病床利用率

計

100床以上
200床未満

別紙２



資料２ 

公立病院改革懇談会（第３回）議事概要 
１．開催日時等 

開催日時： 平成１９年９月２１日（金）１３：３０～１５：３０ 
場所： 総務省１階共用会議室２ 
出席者： 長隆座長、相澤孝夫委員、今岡輝夫委員、島崎謙治委員、和田頼知

委員、久保信保局長 御園慎一郎財政制度・財務担当審議官、栄畑

潤公営企業担当審議官、平嶋彰英公営企業課長、濵田省司地域企業

経営企画室長 他 
 
２．議題 
  ・公立病院改革ガイドライン骨子案について 
  ・意見交換 

・その他 
 
３．意見交換の概要 
○ 「改革プランの策定」関係 
（委員）「１．改革プランの対象期間」について、改革は直ちに行われなくてはならない。

３年後というのは悠長ではないか。 
（事務局） ３年後に到達すべき数値目標を掲げた上で、毎年、どこまで実施するのか

年次計画を示してもらうことをイメージしており、当然、初年度から改革に取り組

んでもらう考えである。 
（委員）「２．改革プランの内容」について、医療計画との整合を図るとあるが、スケジ

ュール的には問題ないのか。 
（厚生労働省オブザーバー）医療計画は平成１９年度中に策定するよう要請している

ので、整合はとれると考えている。 
（委員）他の病院と比べて一般会計からの繰入金が多いのか少ないのか、それはな

ぜかといった情報開示、住民への説明が必要ではないか。 
 
○「経営の効率化」関係 
（委員）経営効率ばかり追求し、公立病院の役割を果たしていないのでは困る。公立

病院の果たすべき役割についても目標を掲げるようにしてはどうか。 
（委員）目標数値について、安定性を示す指標も考えられないか。例えば債務超過か
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否か等。 
（委員）公立病院であっても基本的には独立採算であることから出発すべき。公立病

院は努力が足りない。個別診療科目で不採算部門があっても全体として収支を

あわせていくのが経営ではないか。 
（委員）「不採算」の定義を明確にすることが必要。黒字になったら一般会計からの繰

入金が減らされるのではインセンティブに繋がらないとの意見もある。 
（委員）補助金があれば民間病院でも公立病院の役割を担えるのではないかという

議論にどのように答えるのか。 
（委員）「特定の経営指標が著しく低水準にある事業体に対して、特に警告を与えるよ

うな内容も盛り込むか。」について、例えば、病床利用率７０％以下は１年以内に、

５０％以下は年度内に過剰病床を返上させるなど、再編を推進するために強く警

告すべきである。 
（委員）病床利用率が５０％以下なら直ちに病床を返上せよというのは乱暴すぎるの

ではないか。ガイドラインでは、地域で議論して、そういうことを検討しなさいとい

った書き方になるのではないか。 
（委員）病床過剰地域で併存する公立病院の病床利用率が非常に低いような場合に

は、再編を促すこととしてはどうか。 
 
○「再編・ネットワーク化」関係 
（委員）「再編・ネットワーク化」について、都道府県が期待されるほど動けていない。

どうやっていくかの課題が多い。 
（委員）県が指導するといっても民間も自治体もそれぞれ経営方針や利害が絡んでな

かなか難しい。 
（委員）再編・ネットワーク化に対する支援ばかりでなく、警告のようなものもあれば再

編が進むのではないか。 
（委員）地域医療を守るには再編は必要。昔の自治体病院の黒字化は人件費や材料

費の削減などで可能な単純な構造であったが、今は医師不足が絡んできて単独

の経営改善では非常に難しい。 
 
○「経営形態の見直し」関係 
（委員）経営効率化に際して、経営形態の見直しが万能ではない。経営者が権限をも

って独立採算の気概で取り組まないとうまくいかない。どういう条件が必要なの

 2



か記載すべきである。 
（委員）経営形態の如何に関わらず、経営の自律性を如何に確保するかが重要。例 

えば、定員管理上の制約で看護体制７：１を採用したくてもできないというのでは

おかしな話。各病院で自律的にやれるためにふさわしい形態を選択してもらうと

いうことではないか。 
（委員）数値目標を設定させることが経営形態見直しの後押しをすることになるのでは

ないか。 
（委員）地方独立行政法人化は非公務員型が原則であることを強調すべきである。 
（委員）「地方公営企業法全部適用」は、法律上認められている制度であるが、本庁

に人事、予算などをコントロールされている状況から脱却しないと期待された効

果が出せないおそれがあり、この点を注意喚起する必要がある。 
 
○「公立病院改革プランの実施状況の点検・公表」関係 
（委員）プランの実施状況の利害関係者を除いた第三者委員会において評価等を行

う必要があるのではないか。 
（委員）第三者委員会メンバーから一律に利害関係者を除けとまではいえないのでは

ないか。また、そうした場で公立病院として期待されている機能を果たしているか

否かの評価を行うことが必要ではないか。 
 
 ○「財政支援措置」関係 
（委員）公立病院は全般的に過大投資傾向にあり、一般会計サイドで負担するという

ルールで安易に投資される傾向があるのではないか。 
（委員）病院事業債の元利償還金に対して１／２も自治体が負担することは独立採算

の原則から言っても見直しが必要ではないか。 
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